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たのに対し，貧困層（D 層）は 84 パーセントが
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フォーマリティの区別に関して，Hart はサー






























































































































































論じられた［Kusaka 2010; 日下 2013］。他方で，
マニラでは盗電対策として，盗電防止力が高い
技術的な取締りである高所集合メーター






































































位置する 175 世帯からなり，B 地区は隣接する
3 つのバランガイに分かれ，合計 147 世帯から
構成される。両地区が位置する市において，
EMCs はほとんどの住宅地区に導入されてお











調査方法としては，2016 年 8～9 月と 2017 年
2 月に A 地区において予備調査，2017 年 7 月
～2018 年 6 月に A，B 地区において世帯調査，
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title）はない。平均の世帯人数は A 地区で 4.80






世帯の月間平均所得は A 地区が 1 万 5710.8 ペ
ソ(注8)，B 地区が 1 万 4938.6 ペソである（表 1）。
世帯調査をおもに行った 2018 年 3～5 月におけ
る調査地の 1 日の法定最低賃金は約 500 ペソで
あり，フォーマルな企業に属する労働者 1 人が
1 カ月（24 日労働として）に最低でも約 1 万
2000 ペソ稼ぐことを踏まえると，平均 5 人ほど
の世帯（うち労働者は 2 人ほど）の 1 万 5000 ペ
ソという所得の少なさが明白となる。
2018 年の上半期における，フィリピンの 5 人
家族の食料と生活に最低限必要なものを合計し
た金額の基準である貧困線（poverty line）は，1











また，これら 3 種類の数値は A，B 地区の間で
大差はなく，類似の社会経済的状況において
36
表 1 A，B 地区における月間世帯所得
（単位：ペソ）
平均値 最大値 最小値 中央値 標準偏差
A 地区(N = 169) 15,710.8 64,500 500 12,800 10,707.2





A 地区(N = 169) 40.2 15.7 0.37
B 地区(N = 147) 43.5 13.6 0.35
フィリピン全体 16.1 4.3 0.44
マニラ首都圏 4.9 1.3 0.39
カマナバ地区 8.1 2.2 ―
（出所）以下のデータを参照しながら，筆者作成。
（注）1) A 地区，B 地区の数値は 2018 年 3～5 月に行った調査に基づく。所得の額
を「わからない」と答えた世帯は計算に入れていない。
2) A 地区，B 地区以外の数値は，貧困率と貧困ギャップは 2018 年，ジニ係数
は 2015 年の数値による。出典は，貧困率は PSA［2018］Table 1，貧困ギャッ
プは PSA［2018］Table 6，ジニ係数は PSA［2017］Table 4 である。









































































































































RA 9485 反レッドテープ法（Anti-Red Tape Act）
において違法と定められている［Philippines
2007, Section 4, 12］(注16)。しかし，配電会社は
フィクサーを排除するための十分な対策をとっ
ていない。正規契約を得るための初期費用は
フィクサーへの手数料を含めると 1 万 5000 ペ































正規契約 転売 盗電 電力なし
A 地区 世帯数 (N = 169) 68 21 80 0
月間平均世帯所得 (ペソ) 18,083.7 10,550.0 15,048.5 ―
B 地区 世帯数 (N = 147) 74 71 1 2
月間平均世帯所得 (ペソ) 17,033.2 13,078.1 10,500.0 6,750.0
（出所）筆者作成。
（注）所得の額を「わからない」と答えた世帯は計算に入れていない。








































来る地域を「x 地区」，週に 2，3 回来る地域を
「y 地区」，月に 1，2 回来る地域を「z 地区」と






























(2) y 地区：パトロールが週に 2，3 回来る地
域（33 世帯）
通りから少し奥まった場所に位置し，パト






(3) z 地区：パトロールが月に 1，2 回来る地
域（128 世帯）

























表 4 A 地区内の電力利用状況
（単位：世帯数）
正規契約 転売 盗電 合計
x 地区 2 (14.3％) 0 ( 0.0％) 12 (85.7％) 14 (100％)
y 地区 10 (30.3％) 21 (63.6％) 2 ( 6.1％) 33 (100％)
z 地区 60 (46.9％) 1 ( 0.8％) 67 (52.3％) 128 (100％)
合計 72 (41.1％) 22 (12.6％) 81 (46.3％) 175 (100％)
（出所）筆者作成。



















































































（A 氏，50 代女性，A 地区住民，正規契約者，




（B 氏，40 代女性，A 地区住民，盗電利用者，






（C 氏，40 代男性，A 地区住民，盗電利用者，
2020 年 1 月 26 日）
(2) 盗電による損失の正規契約料金への上乗
せ





可能である［Philippines 1994, Section 10］。2001















（A 氏，50 代女性，A 地区住民，正規契約者，





（D 氏，50 代女性，A 地区住民，盗電利用者，




























を見ざる，聞かざる，言わざる（see no evil, hear
























（A 氏，50 代女性，A 地区住民，正規契約者，
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めの初期費用はフィクサーに対して支払う手数






















（D 氏，50 代女性，A 地区住民，盗電利用者，









（E 氏，30 代女性，A 地区住民，盗電利用者，





（F 氏，50 代女性，A 地区住民，正規契約者，






































































表 6 2 つの調査地の電力利用状況
（単位：世帯数）
正規契約 転売 盗電 電力なし 合計
A 地区 (EMC なし) 72 (41.1％) 22 (12.6％) 81 (46.3％) 0 ( 0％) 175 (100％)
B 地区 (EMC あり) 73 (49.7％) 71 (48.3％) 1 ( 0.7％) 2 (1.4％) 147 (100％)
（出所）筆者作成。
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EMCs の盗電抑止効果は，EMCs が導入され
ている B 地区と，未導入の A 地区を比較する
ことで検討できる（表 6）。正規契約の割合は B
地区で若干高くなっている。A 地区では盗電
が 46.3 パーセント，転売が 12.6 パーセントで
あるのに対し，B 地区では盗電が 0.7 パーセン
ト，転売が 48.3 パーセントと，盗電の割合と転















A 地区と B 地区は地理的に隣接しており，両
地区の住民は職場における交流や親戚の存在を
通じて，互いの生活状況をよく知る場合が多い。











は平均で月々 1657.1 ペソ（73 世帯），転売の利
用者は 976.9 ペソ（71 世帯）を支払っている（表




























除外する形で計算した。B 地区の正規契約者の料金が A 地区のそれより
も高額であるのは，転売する側－される側の関係を明らかにできない世
帯が複数存在したことがその一因である。
















（G 氏，40 代男性，B 地区住民，正規契約者，2020










（H 氏，50 代女性，B 地区住民，正規契約者，






（I 氏，70 代女性，B 地区住民，正規契約者，2020
年 1 月 18 日）
配電会社は盗電が多く，取締りの優先度が高
い地域から順に EMCs を導入していくため，A，





























































































ある。2019 年の施政方針演説（State of the
強まる反インフォーマリティの規範
49
















2017 年の SONA において，公的機関における
レッドテープ（煩雑な手続き）を減少させる方針
を発表した。2018 年には，2007 年の RA 9485
反レッドテープ法を改正した RA 11032 ビジネ
ス簡易化・政府サービス効率化法（Ease of



























































































（D 氏，50 代女性，A 地区住民，盗電利用者，




（J 氏，20 代女性，A 地区住民，盗電利用者，2020























（C 氏，40 代男性，A 地区住民，盗電利用者，












（K 氏，50 代男性，A 地区住民，正規契約者，
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この規範は，近年の 2 つの法執行強化に伴っ




















































































（注 1） Isko Moreno は 通 称 で，本 名 は
Francisco Moreno Domagoso である。












（注 5） 2018 年 6 月 28 日に，筆者が調査地を
担当する配電会社支店の技術部門長に実施した
インタビューによる。
（注 6） A 地区の盗電を行っている世帯から 5
世帯，転売または正規契約を利用する世帯から 5







ある。A 地区の 14 世帯に対しては全数調査時に
調査ができなかったため，2017 年の予備調査の
データを用いている。
（注 8） 世帯調査を行った 2018 年 5 月 1 日時
点のペソは 2.13 円である（Investing.com, https:
//jp. investing. com/currencies/php-jpy-historical-
data 2019 年 10 月 11 日最終閲覧）。
（注 9） 2020 年 1 月 18 日に，筆者がＡ地区に
住む 80 代女性に実施したインタビューによる。
（注 10） 2018 年 6 月 17 日に，筆者が A 地区
における 3 人の「特殊な電気技師」に実施したイ
ンタビューによる。
（注 11） サブメーターを用いて kWh 当たり
の価格に基づいて料金を支払う世帯のみを計算
している。
（注 12） 世帯調査時の 2018 年 5 月における，
正規契約の料金（使用量 100～200kWh，家庭用）
は 8. 9048 ペ ソ /kWh で あ る（Meralco Rate
Archives, May 2018, Summary of Schedule of
Rates, https://company.meralco.com.ph/news-and-
advisories/rates-archives 2018 年 7 月 26 日最終
閲覧）。
（注 13） 2018 年 2 月 8 日に，筆者が調査地を
担当する配電会社支店の技術部門長に実施した
インタビューによる。
（注 14） 2018 年 6 月 28 日に，筆者が調査地
を担当する配電会社支店の技術部門長に実施し
たインタビューによる。
（注 15） 2018 年 2 月 8 日に，筆者が調査地を
担当する配電会社支店の技術部門長に実施した

















your-bill 2020 年 2 月 14 日最終閲覧）で参照可能
である。電力料金の細目化は，Philippines［2001,
Section 36］によって定められた。
（注 18） 2018 年 6 月 17 日に，筆者が A 地区
における 3 人の「特殊な電気技師」に実施したイ
ンタビューによる。
（注 19） 2018 年 6 月 17 日に，筆者が A 地区
における 3 人の「特殊な電気技師」に実施したイ
ンタビューによる。
（注 20） 2020 年 1 月 22 日に，筆者が A 地区
の村長に実施したインタビューによる。
（注 21） 2020 年 1 月 22 日に，筆者が A 地区
の村長に実施したインタビューによる。




（注 23） 2018 年 2 月 8 日に，筆者が調査地を
担当する配電会社支店の技術部門長に実施した
インタビューによる。
（注 24） 2018 年 6 月 27 日に，筆者が A 地区
の村長に実施したインタビューによる。
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（注）2018 年 3～5 月の世帯調査時に用いた。
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Abstract
Strengthening of Anti-Informality as a Social
Norm: A Case Study of Electricity Theft in Metro
Manila
Shinji Miyagawa
The poor in developing countries must sometimes resort to informal activities that are not
allowed by authorities because they have no other choice. This paper examines why the poor in Metro
Manila have adopted anti-informality as a social norm since the mid-2010s, despite understanding one
another’s predicament. This paper explores this question by considering a case of electricity theft in a
slum area, focusing on the viewpoints of those who steal electricity compared with those who do not.
While slum residents used to disapprove of electricity theft because it posed a fire risk, they
nevertheless justified it on the grounds that the initial cost of obtaining a formal electricity contract
was too high. However, the residents have recently stopped tolerating electricity theft because of two
recent developments. First, some residents have become unable to steal electricity due to technical
measures against electricity theft and have come to criticize those who continue to steal and pay less
money for electricity because they view it as unfair. Second, the residents have come to think that
changes in government policies under the Duterte administration may reduce the initial cost of
obtaining a formal electricity contract, making it difficult for electricity thieves to justify their actions.
60
